
処理
運搬
発生箇所・発生枚数に応じて適切なルート施設に運送をアレンジします。小型の収集ボックスや地域ごとの
持ち込み箇所も順次考えていきます。 お問い合わせは、PVCJの窓口、またはPVCJ会員へ直接ご連絡ください。

リユース
使用済みPVパネル中にPVCJのリユース検査のための基準
を満たすパネルがあった場合には、リユース検査を行うこと
が可能です。リユース検査は、環境省のリユースガイドライン
を満たすことができる機器で実施します。検査をパスし、二次
市場とのマッチングが行われることで太陽光パネルの延長
使用を促進します。
二次使用と一定期間マッチングできないパネルは放置せず、
廃棄物としてPVCJのリサイクル処理に移行します。

リサイクル

PV CYCLE JAPAN
〒017-0202 秋田県鹿角郡小坂町小坂鉱山字古舘9-3　TEL 0186-25-8813　URL https://pvcj.jp

https: //pvcycle.jp

PVCJのリサイクルは、最終処分量の最小化と資源回収量の
最大化（非鉄金属の回収と有害物管理）が特徴です。
一般には以下のフローで行われます。 アルミ枠等
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金属回収と
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素材の再資源化
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PV CYCLE JAPANとは
再生可能エネルギーの普及が進む中、今後問題になると予想されている
使用済み太陽光発電パネル(以下「使用済みPVパネル」)の処理がクローズアップされています。
既に使用済みPVパネルの最終処分量の最小化が制度の下で進められているEUと異なり、
我が国にはそのような仕組みが存在しませんでした。
こうした中で2021年1月に一般財団法人秋田県資源技術開発機構は、
使用済みPVパネルの適正な処理ルートを日本に作るべく、
PV CYCLE JAPAN（以下、「PVCJ」という）をスタートさせました。
PVCJは、使用済みPVパネルの処理ルートの運営を行っている
PV CYCLE（本部ベルギー）と連携しています。

特長

PV CYCLE JAPANは、使用済みPVパネルのリユース･リサイクルを行うリサイクラーを認定する組織です。
再生可能エネルギーの普及を担うステークホルダー（事業者・行政・金融機関・リサイクラー）とともに、
以下のような社会を構築することを目的としています。

※PV ： Photovoltaic （太陽光発電）
※PV CYCLE ： PV CYCLEは、EUにおけるWEEE指令（廃電気電子製品に関するEU
指令）の実行機関であり非営利の団体である。PV CYCLEでは、国際的に同じもので
あるPVパネルが廃棄物となった際の処理方法について、有害物・危険物管理の観点
から、国際的な観点やESGの観点から、各国の廃棄物制度等の事情に合わせてコント
ロールしている。
　PV CYCLEサイト（ベルギー） https://pvcycle.org/
※秋田県資源技術開発機構 ： 一般財団法人 秋田資源技術開発機構は、資源開発及び製錬
事業人材育成、鉱物資源・非鉄金属素材の安定供給をにない、同じ敷地内に位置する一般
財団法人国際資源開発研修センター（JMEC）の一部門の国際資源大学校（MINETEC）と
独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）の金属資源技術研究所と相互に
機能を補完・連携し、経済産業省の指導を仰ぎながら我が国の鉱物資源の研究開発、研修、
学術・国際交流の拠点としての役割を果たしている。

　（出捐者：秋田県、小坂町、大館市、鹿角市、ＤＯＷＡメタルマイン（株）、小坂製錬（株）、エコシステム
花岡（株）、三菱マテリアル（株）、ＪＸ金属（株）、住友金属鉱山（株）、（株）秋田銀行、（株）北都銀行、
損害保険ジャパン（株）、東京海上日動火災保険（株）、東北電力（株））

PVCJの会員は、このような適正処理を実行する組織の一員として登録され、
PVCJのメンバーとしての活動が可能になります。例えば、実際に処理を行う
ルート施設の会員には右のような認定証が発行され、定期的に監査することに
よりPVCJが目指す水準の適正処理が確保されることを保証します。

組織
PVCJの会員組織は、4種類の会員により構成されています。

１．正会員（ルート施設）
使用済みPVパネルの適正なリユース・リサイクルを
行うにあたり、PVCJの認定を受けて活動する施設
（以下、「ルート施設」という。）を有する法人または団体。

２．特別会員
PVCJの活動を直接的に支援するため、PVCJの認定
を受けて自ら活動する法人または団体。

３．賛助会員
PVCJの活動を支援するために、入会を承認された
法人または団体。

4．自治体等会員
PVCJの活動に間接的に関与し、その促進を図るため、
入会を承認された自治体または大学法人。 

また、PVCJの運営組織は、幹事会の下に各種の課題に
対応するための委員会を組織し、問題解決にあたります。 

❶ PVパネルの使用期間の最大化（リユースのための検査･二次市場とのマッチングによる促進）
❷ 最終処分量の最小化と資源回収量の最大化（非鉄金属の回収と有害物質の管理）
❸ 大型施設だけでなく、小型施設にも、同様なサービスの提供
❹ シリコン系だけでなく、化合物系の使用済みPVパネルの有害物質も管理
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二次市場適正なリユース市場の構築

リサイクル処理（シリコン系）

PV CYCLE JAPAN

目的

国際対応のコンプライアンス
国内の制度はもとより、国際的なやり方も考慮されている
ため、世界中の投資家（グローバル企業・ESG投資）の
ニーズにもマッチします。

日本での使用済みPVパネルの処理は廃棄物処理法の
制約を大きく受けるなかで、使用済みPVパネルの特性を
考えると改善が有効と考えられる制度等も存在します。
PVCJは、世界的な制度も考慮しながら、適切な社会環境
構築に向け、組織内の検討委員会が担当して社会実験や
実証なども行って問題の改善を図ります。

社会環境整備

シリコン系以外の化合物系（CdTe、CIGS）パネルの処理
も、メーカーや専門業者とのネットワークで解決します。
発電所において、発生するパネル以外の産業廃棄物
（パワコン、蓄電池、フロート（水上パネル）などの機器）
についてもワンストップでのお手伝いが可能です。

パネルの種類によらず対応、
関連廃棄物処理（電池、付帯設備）にも対応可能

リユース・リサイクルの追及と処理の報告
リユースは国のリユースガイドラインをクリアできる簡易
チェックが行われます。考え方はEUでのPreparation 
for Reuseに従っており、適合しないものは確実に適正
処理に移行する仕組みで行っています。
リサイクルにおいては、鉛などの有害物が混入しないよう
にアルミやガラスを分離し、さらに有用非鉄金属の回収と
有害元素の固定や除去が行われます。リユース・リサイクル
に関して報告が要求された場合に、それに応えることが
できる体制を整えていきます。

PVCJ運営組織

具体的な問題解決
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